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1.はじめに 

 

日本において、この 10 年では時間雨量が

50 ㎜を超えるような大雨がその前の 10 年

の約 2 倍にもなっており、特に大型台風の

襲来や局所的な集中豪雨により全国各地で

風水害が多発している 1)。災害を未然に防

ぐハード的な「防災対策」に加え、被害をで

きるだけ最少にするソフト的な「減災対策」

も必要不可欠となっている。有効な風水害

減災対策の一つとしては、地域あるいは個

人レベルの災害対応能力の向上が挙げられ

る。そのための教育研修手法の一つとして、

図上訓練が注目され、中央防災会議(平成 15

年)においてもその実施と推進が推奨され

ている 2)。(財)消防科学総合センターでは、

以下の取り組みを通じて、図上訓練の実施

と普及を図ってきているところである。 

① 平成 15 年度から、総務省消防庁の受託

研究により、「地方公共団体の地震防災

訓練(図上型訓練)の実施要領のあり方」

に関する調査研究を実施し、平成 19 年

度には、「市町村による図上型防災訓練

の実施支援マニュアル」3)を作成し、全

国地方公共団体への配布を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 平成 18 年度～19 年度、当センターの

「市町村防災研修事業」4)の一環とし

て、全国市町村を対象とした「図上訓練

体験出前研修(市町村図上訓練推進モ

デル事業)」を実施していた。 

③ 平成 20 年度から、総務省消防庁の受託

研究により、「地方公共団体の風水害図

上型防災訓練の実施要領のあり方に関

する調査研究」5)を進め始めていると

ころである。 

一方、これらの取り組みにより全国の地

方公共団体における図上訓練の実施状況、

課題及び今後の改善方策に関する調査報告

は、未だに見当たらないのが現状である。 

そこで、上記③の受託研究の一環として、

図上訓練の実施状況を中心に、全国地方公

共団体における風水害対策の実態に関する

調査を行った。本稿は、この調査結果の一部

を用い、風水害を対象とした図上訓練の実

施状況、課題及び今後の推進方策について

詳細な考察を行ったものである。 
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2 調査の概要 

 

調査の概要を表 1 に示す。調査内容の詳

細は、参考文献 5)または総務省消防庁のホ

ームページ 

(http://www.fdma.go.jp/neuter/ 

topics/houdou/2104/210413-

2/hyoushi.pdf)を参照されたい。なお、本稿

における「図上訓練」の定義も、同文献を参

照されたい。 

 

 

3 調査結果の分析 

 

(1)分析の視点 

図上訓練という災害対策の実施に至るに

は、図 1 に示すモデルに基づくプロセスが

想定される。即ち、「災害リスクの認知」が

根底にあって、「訓練実施の意欲」に加え、

訓練実施に必要な「組織体制」が確保されれ

ば、図上訓練の実施選択がなされる。このよ

うな観点から、本稿は、まずそれそれの要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に係る現状把握を行い、次に要素間の関係

を検証するとともに、図上訓練の推進方策

に関する考えを述べることとする。 

 

(2)風水害対策及び図上訓練の実態 

ア 風水害リスクの認知状況 

一般に災害対策の実施は認知される

災害リスクに基づいてなされる、とい

うことが知られている。ここでは、「災

害リスクの認知」を表す指標として、

「過去の災害経験」、「今後災害発生へ

の懸念」、「被害想定」及びそれらを明文

化した「防災マップ」の有無(表 2に示

す設問①～④)を抽出し、実態考察を行

うこととした。表 2 によれば、都道府

県・市区町村とも共通して、過半数の地

方公共団体が、風水害リスクを認知し

ていることがわかる。 
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イ組織体制の現状 

図上訓練を推進するには、人員、時間、ノ

ウハウ等を確保できる組織体制の存在が必

要な前提条件となる。ここでは、表 3 に示

す設問①～④の調査結果を用いて、地方公

共団体における組織体制の現状を把握する

こととした。表 3 によれば、防災業務の専

務部局、専任職員の配属率及び、防災研修の

実施率に関しては、都道府県と比べ、市区町

村のほうが極めて低くなっている。一方、図 

 

 

 

上訓練を含む教育研修に係る問題意識に関

しては、都道府県、市区町村とも共通して、

「予算、時間、ノウハウの不足」を課題とし

て取り上げていることがわかる。 

ウ訓練実施の意欲 

図上訓練に対する実施意欲が高ければ高

いほど実施選択の確率も高くなると考えら

れる。その意欲は、図 1に示すように、「災

害リスクの認知」等の主観的要因だけでな

く、「組織体制」など外的制約要因にも大き 
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く影響されると考えられる。ここでは、外的

制約条件を取り除き、図上訓練そのものに

対する主観的実施意欲を把握するため、表 4

に示す設問の調査結果を用いて考察するこ 

 

ととした。表 4 によれば、過半数の地方公

共団体において、図上訓練の実施が無条件

に選択されることでなく、訓練の方法と内

容に大きく依存することが分かった。また、 



 

- 42 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村において「実施したくない」理由と

しては、「自前でできると思う」(16/56)、「そ

の他」(13/56)のほか、「必要性を感じない」

ことが最も多く(25/56)挙げられている。図

上訓練の必要性を明確に提示したうえ、市

区町村の実情に適した訓練方法、内容の開

発が特に重要であることが示唆されている。 

エ図上訓練の実施状況 

平成15年の中央防災会議で図上訓練の実

施が推奨されて以来、全国地方公共団体に

おける図上訓練の実施状況を把握するため、

表 5 に示す①～③の調査結果を分析するこ

ととした。表 5 によれば、過去 5 年間、都

道府県・市区町村が共通して、主に「地震」

を対象とした図上訓練を実施してきている。

中でも、都道府県の 9 割弱は図上訓練を実

施したことがあるのに対して、市区町村の 7

割弱は 1 度も実施したことがないことがわ

かった。また、「図上訓練を実施しなかった

理由」について、前述の「防災教育研修」を

実施する上での悩みとも関連して、人員、ノ

ウハウ不足等の課題が再び浮き彫りになっ

た。 

一方、過去 5 年間と比べ、今後図上訓練

の実施を予定している団体数が増加する傾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向が見られるとともに、「地震」に続いて、

「風水害」を対象とした図上訓練のニーズ

も上昇していることが分かった。 

 

(3)図上訓練実施選択への影響要因 

図上訓練の実施選択へ影響を与える要因

について、図 1 に示す仮説を立てたが、こ

こでは、市区町村の調査結果を用いて、仮説

の検証を行う。 

 

ア リスク認知と図上訓練実施予定との

関係 

図 2 は、「風水害経験の有無」と「図上訓

練実施予定の有無」、図 3は「風水害発生に

対する懸念の有無」と「図上訓練実施予定の

有無」との関係を示す。「災害経験」または

「災害発生に対する懸念」のある群におい

て、「図上訓練実施予定あり」の割合が高い

傾向が見られた。 

イ 組織体制と図上訓練実施予定との関

係 

図 4 は、地方公共団体の防災主管部門の

業務形態(専務・兼務)別の図上訓練実施予

定の割合を示している。業務形態が「専務」

である群において、「図上訓練実施予定あり」 
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の割合が高い傾向が見られた。また、財政規

模的にみた場合でも、特別区(23 区)以外に、

市・町・村の順で「図上訓練実施予定あり」

の割合が低くなる傾向がみられることなど

から、組織体制による影響が明らかである

と考えられる。 

ウ 意欲と図上訓練実施予定との関係 

図 5は、「専門機関により図上訓練の企画

支援サービスが無料で受けられる場合に、

図上訓練を実施したいと思うか」という回

答群によって、「図上訓練実施予定」の有無

の割合を比較したものである。「実施したい」

という回答群において、「図上訓練実施予定

あり」の割合が最も高い結果となっている

ことがわかる。 

 

 

 

 

4 まとめ 

 

全国地方公共団体における風水害対策の

実態に関する調査結果の一部を用いて、図

上訓練の実施状況及びそれに影響を与える

要因について考察を行った。考察結果を含

め、今後図上訓練のさらなる推進方策につ

いて、以下のとおり考える。 

① 過去 5年間、図上訓練を実施したこと

のある都道府県は全体の9割弱を占め

ているのに対して、市区町村における

実施率はまだ全体の4割しかないのが

現状である。一方、これから取り組も

うとする地方公共団体の割合が増加

し(特に、市区町村においては 14%増)、

「地震」に続いて、「風水害」を対象と

した図上訓練ヘニーズも上昇してき
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ている(特に、市区町村においては 19%

増)。 

②図上訓練の実施に影響する要因として、

「災害リスクの認知」、「組織体制」及び

「実施意欲」を取り上げたうえ、調査結

果を用いて検証することができた。 

③地震災害と比べ、風水害リスクへの認

知度が高いものの、人員・ノウハウ不足

等にかかる「組織体制」上の問題などに

より、風水害図上訓練の実施推進が阻害

されていることが伺える。 

④風水害図上訓練の実施普及を図るには、

これまでの取り組み3)'4)をさらに推進

するとともに、以下の点が特に重要と考

えられる。 

i)【災害教訓の共有】:災害リスクの認

知度をさらに向上させるには、各地の

風水害事例を収集、整理し、地方公共

団体間の風水害教訓の共有を図るこ

とが有意義である。 

ii)【意欲の向上】:図上訓練の実施意欲

を向上させるには、専門家の視点だけ

でなく、市区町村の視点からみた効果

的な図上訓練手法・内容の開発とその

周知が必要不可欠である。 

iii)【組織体制的支援】:全国における

図上訓練の推進を図るには、組織体制

が特に貧弱である中小市区町村に対

する支援が必要である。具体的に、 

・ノウハウ的支援について、中小市区町

村自ら図上訓練を企画実施できるよ

うに、訓練手法及び内容を、簡易版か

ら発展できるようなプログラムの開

発及びマニュアルの作成が有効であ

ろう。 

・人的支援について、訓練実施に係る講

師、指導要員等の市区町村への派遣制

度の確立が喫緊の課題であろう。 
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